
茂原市の給与・定員管理等について（平成１７年度） 

 
１ 総 括 

 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区   分 
住民基本台帳人口 

（１６年度末） 

歳 出 額 

     A 
実質収支 

人 件 費 

    B 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

１５年度の人件費率 

１６年度 94,749 人 24,679,946 千円 272,151 千円 6,012,355 千円 24.4％ 23.4％ 

 

 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

給             与             費 
区 分 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

１７年度 ６７３人 2,822,872 千円 383,386 千円 1,115,986 千円 4,322,244 千円 6,422 千円 

 （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
    ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 

 

 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 
     給与水準を示す指数である。 
    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 
     単純平均したものである。 
 



２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１７年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

410,548 円 
茂原市 ４３．１歳 360,100 円 

402,407 円 

国 ４０．３歳 329,728 円 382,092 円 

419,206 円 類似 

団体 
４３．０歳 348,514 円 

388,317 円 

 

 

② 技能労務職 
 

（注）１ 「民間事業者平均」は、「平成１７年職種別民間給与実態調査」（千葉県人事委員会等）におい 
て得られた技能・労務関係４職種（電話交換手、自家用自動車運転手、守衛、用務員、調査実人員 
３４人）の調査結果による。 

 

 

③ 教育職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

茂原市 ４７．９歳 382,400 円 413,894 円 

千葉県 ４４．４歳 394,855 円 454,598 円 

類似 

団体 
４２．５歳 346,403 円 382,547 円 

 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

332,602 円 
茂原市 ４８．１歳 306,600 円 

328,491 円 

305,588 円 うち 

給食調理員 
５０．２歳 292,123 円 

305,588 円 

334,296 円 うち 

作業員 
４３．６歳 302,775 円 

331,392 円 

324,141 円 

 

うち 

用務員 
５２．３歳 304,323 円 

324,141 円 

国 ４８．１歳 285,008 円 316,350 円 

345,165 円 
類似団体 ４７．５歳 311,423 円 

334,468 円 

民間事業者平均 ５０．６歳 ― 428,414 円 



（注）１ 「平均給料月額」とは、平成１７年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 
   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当な

どの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公

務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は国家公務員の平均給与月額には

時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベース

で再計算したものである。 

 

 

 

（２）職員の初任給の状況（１７年４月１日現在） 

茂   原   市 国 
区   分 

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料 

Ⅰ種 
179,800 円 

 
198,600 円 

大学卒 177,400 円 184,400 円 
Ⅱ種 

170,700 円 
 

184,400 円 
一般行政職 

高校卒 143,300 円 154,300 円 138,800 円 148,500 円 

高校卒 143,300 円 154,300 円 ― ― 
技能労務職 

中学卒 138,800 円 143,300 円 ― ― 

教育職 大学卒 177,400 円 184,400 円 ― ― 

 

 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 268,250 円 321,800 円 383,460 円 
一般行政職 

高校卒 223,638 円 276,360 円 336,100 円 

高校卒 195,500 円 229,000 円 265,740 円 
技能労務職 

中学卒 ― ― ― 

教育職 大学卒 ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 



３ 一般行政職の級別職員数等の状況 
（１） 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在） 

参  考 
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １年前の 

構 成 比 
５年前の 
構 成 比 

９ 級 部長・参事 １４人 ３．０％ ３．２％ ２．２％ 

８ 級 次長・副参事 １２人 ２．６％ ３．０％ ３．２％ 

７ 級 課長・主幹 ５８人 １２．４％ １１．９％ １０．６％ 

６ 級 課長補佐・副主幹 ４４人 ９．４％ ８．７％ ９．９％ 

５ 級 係長・主査 １０９人 ２３．３％ ２２．３％ ２６．６％ 

４ 級 副主査 ８９人 １９．１％ １９．８％ 

３ 級 主事（困）・技師（困） １１２人 ２４．０％ ２４．５％ 
４０．０％ 

２ 級 主事・技師 ２７人 ５．８％ ６．０％ ６．９％ 

１ 級 主事補・技師補 ２人 ０．４％ ０．６％ ０．６％ 

 
（注）１ 茂原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
   ３ 茂原市は、平成１３年４月１日に給料表を９級制に改正した。 
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（２） 昇給期間短縮の状況 

区       分 全 職 種 

職   員   数 
            Ａ 

７３５人 

普通昇給期間（12～24 月）を 
短縮して昇給した職員数 
            Ｂ 

８５人 16 年度 

比       率 
Ｂ／Ａ 

１１．６％ 

職   員   数 
                 Ａ 

７４４人 

普通昇給期間（12～24 月）を 
短縮して昇給した職員数 
            Ｂ 

９０人 15 年度 

比       率 
Ｂ／Ａ 

１２．１％ 

 

 

 

４ 職員の手当ての状況 
（１） 期末手当・勤勉手当 

茂     原     市 国 

１人当たり平均支給額（１６年度） 
１，６６６千円 

― 

（１６年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 

       ３．０ 月分   １．４ 月分 
（１．６）月分  （０．７）月分 

（１６年度支給割合） 
期末手当     勤勉手当 

       ３．０ 月分   １．４ 月分 
（１．６）月分  （０．７）月分 

 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   ３～１２％ 

 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 
 

（注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

（２）退職手当（１７年４月１日現在） 

茂     原     市 国 

（支給率）         自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年      ２１．０ 月分  ２７．３ 月分 

勤続２５年      ３３．７５月分  ４２．１２月分 

勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 

最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～２０％加算） 

           勧奨退職  （１～２号給昇給） 

１人当たり平均支給額    ２３，５６８千円 

（支給率）         自己都合   勧奨・定年 

勤続２０年      ２１．０ 月分  ２７．３ 月分 

勤続２５年      ３３．７５月分  ４２．１２月分 

勤続３５年      ４７．５ 月分  ５９．２８月分 

最高限度額      ５９．２８月分  ５９．２８月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

           （２％～２０％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 



（３）調整手当（１７年４月１日現在） 

支給実績（１６年度決算） ９５，２３２千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） １２９，５６７円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市内全域 ２％ ７２５人 ０％ 

 

 

 

（４） 特殊勤務手当（１７年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（１６年度） ８，３９７千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） ３９，２４０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度） ３２．６ ％ 

手当ての種類 １9 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

税務事務手当 右記業務に従事した職員 
市税又は国民健康保険税の賦

課徴収 
月額      ３,０００円 

税外徴収手当 右記業務に従事した職員 
下水道負担金、農業集落排水事

業受益者分担金、市営住宅家賃

又は介護保険料の徴収 

日額           ２００円 

滞納処分手当 右記業務に従事した職員 財産の差押え １件         ５００円 

保健指導手当 保健師又は歯科衛生士の

職にある者 
保健師又は歯科衛生士の資格

を要する業務 
月額       ３,０００円 

感染症防疫手当 右記業務に従事した職員 感染疾患者の収容又は消毒作業 日額          ５００円 

家畜伝染病防疫作業手当 右記業務に従事した職員 家畜伝染病の予防又は汚染場

所等の消毒処理作業 
日額          ２００円 

環境業務手当 右記業務に従事した職員 リサイクル作業又はごみの収

集若しくは運搬作業 
月額       ４,０００円 

道路作業手当 右記業務に従事した職員 道路の維持補修作業 月額       ４,０００円 

用地交渉手当 右記業務に従事した職員 用地交渉 日額          ３５０円 

境界査定手当 右記業務に従事した職員 境界査定 日額          ３５０円 

下水処理施設の作業 月額       ４,０００円 
下水処理作業手当 右記業務に従事した職員 

汚泥除去作業 日額          ８００円 

下水道管清掃作業手当 右記業務に従事した職員 下水道管内の汚物等の清掃作業 日額          ２００円 

水洗便所工事検査手当 右記業務に従事した職員 水洗便所の検査作業 日額          ２００円 

特定自動車運転手当 自動車の運転に従事する

規則で定める職員 
自動車の運転（特別職等） 月額       ３,０００円 

行旅病人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅病人の収容 １件       １,５００円 

行旅死亡人取扱手当 右記業務に従事した職員 行旅死亡人の処理 １件       ３,０００円 

生活保護業務手当 
社会福祉主事の職務又は

その職務と同様の職務に

従事する職員 

生活保護の実施 月額       ３,０００円 

乳幼児保育手当 右記業務に従事した職員 保育所又は幼稚園の保育業務 月額       ３,０００円 

電気主任手当 右記業務に従事した職員 電気主任技術者等資格免許を

要する業務 
月額       ３,０００円 



 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（１６年度決算） ７５，２０６ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） １２８ 千円 

支給実績（１５年度決算） ６２，６２０ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算） １０６ 千円 

 

 

 

（６）その他の手当（１７年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 
国の制度と異なる内容 

支給実績 

（16 年度決算） 

支給職員１人当た 

り平均支給年額 

（16 年度決算） 

扶養手当 

 

●配偶者             13,500 円 

●配偶者以外の扶養 

 ○１人目 

  配偶者が扶養親族の場合    6,000 円 

  配偶者扶養親族でない場合   6,500 円 

○２人目            6,000 円 

 ○３人目から       １人 5,000 円 
満１６歳の年度初めから 
満２２歳の年度末までの 
子がいる場合の加算     １人 5,000 円 
 

同じ ― 73,654 千円 227,327 円 

住居手当 

 

●借家の場合（家賃 11,000 円 
を超える場合に限る）    家賃額に応じ

て 28,000円を

限度に支給 

●自宅の場合           6,500 円 

●その他             1,000 円 

 

異なる 

借家の場合の限度額 国 27,000円 

自宅の場合     国 2,500 円 

その他       国 無支給 

46,637 千円 64,684 円 

通勤手当 

 

●電車、バスを利用する場合   全額支給 
●乗用車等を使用する場合   使用距離に応 

じて 2,000 円 
から 32,330円 
を支給 
 

異なる 
乗用車等を使用する場合の使用距離

区分及び支給額 
41,242 千円 68,395 円 

管理職手当 

 

職務の給６級以上の職員  職に応じて給料月

額の１０％～１８％ 

 

※平成１４年４月１日から１５％の減額措置 

  実支給率   ８．５％～１５．３％ 

 

異なる 
組織別、官職別に俸給月額の８％～

２５％ 
83,913 千円 563,174 円 

休日勤務手当 

 
休日に勤務した場合  勤務１時間当たりの給 

与額の 100 分の 135 
 

同じ ― 862 千円 14,618 円 

夜間勤務手当 

 
正規の勤務時間として   勤務１時間当たり 
午後１０時から翌日の   りの給与額の 100 
午前５時までの間に勤   分の 25 
務した場合 
 

同じ ― 129 千円 1,165 円 

 



５ 特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在） 
区     分 給    料    月    額    等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

給 
 
料 

 
市     長 

 
助     役 

 
収   入   役 

 

 
９００，０００円 

［７００，０００円］ 
７７５，０００円 

［６９０，０００円］ 
７００，０００円 

［６３０，０００円］ 

１，００３，０００円 ／ ６３７，５００円 
 

８３３，０００円 ／ ５５２，０００円 
 

７４６，０００円 ／ ５３６，４００円 
 

報 
酬 

議     長 
副  議  長 
議     員 

４８５，０００円 
４３５，０００円 
４０５，０００円 

６４５，０００円 ／ ３７６，０００円 
５５８，０００円 ／ ３２４，７００円 
５２０，０００円 ／ ２２０，０００円 

市     長 
助       役 
収   入   役 

（平成１６年度支給割合） 
      ４．３５ 月分 

 
期 
末 
手 
当 
 

議     長 
副  議  長 
議     員 

（平成１６年度支給割合） 
      ４．３５ 月分 

退 
職 
手 
当 

 
市     長 
助     役 
収   入   役 

（算定方式）                 （支給時期） 
  ７００，０００円×在職月数×０．４５     任期毎 
  ６９０，０００円×在職月数×０．２５     任期毎 
  ６３０，０００円×在職月数×０．２０     任期毎 

（注） ［  ］内は、人件費抑制措置による減額後の実支給額である。 

 

６ 職員数の状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                    （各年４月１日現在） 

職  員  数    区 分 

部 門 平成１６年 平成１７年 

対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

議  会 
総務企画 
税  務 
民  生 
衛  生 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 

   ７ 
１２６ 

５６ 
１６５ 

５１ 
   ６ 

２７ 
   ８ 

１０１ 

７ 
１２４ 

５５ 
１６２ 

５０ 
６ 

２６ 
１０ 
９７ 

― 
▲２ 
▲１ 
▲３ 
▲１ 
― 

▲１ 
２ 

▲４ 

 
長生郡市合併協議会の解散 
収税事務の見直し 
社会福祉協議会への業務委託 
環境保全課事務の見直し 
 
農政課事務の見直し 
千葉県企業庁茂原建設事務所開設 
道路建設課、茂原市土地開発公社、街路公園課事務の見直し 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

小  計 ５４７ ５３７ ▲１０ ［参考：類似団体の職員数       ］ 

教  育 １２８ １２６  ▲２ 総南文化財センター解散、退職者不補充 特 政 
別 部 
行 門 小  計 １２８ １２６  ▲２ ［参考：類似団体の職員数       ］ 

下 水 道 

そ の 他 

２６ 

３５ 

２６ 

３６ 

― 

１ 

 

国保年金課業務の充実 

公 会 
営 計 
企 部 
業 門 
等 小  計 ６１ ６２ １  

合  計 
７３６ 

［８０７］ 

７２５ 

［８０７］ 

▲１１ 

［ ― ］ 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
２ ［   ］内は、条例定数の合計である。 



 

（２）年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在） 

区 分 

20 歳 

 

未 満 

20 歳 

  

23 歳 

24 歳 

  

27 歳 

28 歳 

  

31 歳 

32 歳 

  

35 歳 

36 歳 

  

39 歳 

40 歳 

  

43 歳 

44 歳 

  

47 歳 

48 歳 

  

51 歳 

52 歳 

  

55 歳 

56 歳 

  

59 歳 

60 歳 

  

以上 

計 

職員数 １人 13 人 52 人 86 人 88 人 61 人 37 人 64 人 131 人 93 人 98 人 1 人 725 人 

 

 

 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

２０歳
未

満

２０～
２３

２４～
２７

２８～
３１

３２～
３５

３６～
３９

４０～
４３

４４～
４７

４８～
５１

５２～
５５

５６～
５９

６０歳
以

上

構成比

５年前の構成比

 

 

 

 

（３）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

  ①定員適正化目標（数・率） 

計  画  期  間 

始 期 終 期 
数 値 目 標 

平成１７年１月１日 平成２１年４月１日 ５０人の純減 

 

 

  ②平成２２年４月１日現在における定員の数値目標 

６８４人 

 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 



 

  ③定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                            （１７年４月１日現在） 

区分 

部門 

１６年 

計 画 前 年 

１７年 

１年 目 

１８年 

２年 目 

１９年 

３年 目 

２０年 

４年 目  

２１年 

５年 目 
17 年実績 

（参 考） 

数値目標 

減 員  １６ １５ ３５ ４１ ３２ １８ 

増 員  ９ １０ ２２ ２７ ２１ ９ 
 

差 引  △７ △５ △１３ △１４ △１１ △９（18％） △５０ 
全部門 

職員数 ７３４ ７２７ ７２２ ７０９ ６９５ ６８４ ７２５ ６８４ 

（注）１ 計画期間は、１７年～２１年の５年間である。 
   ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 


